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                                                      （2020･8･30 現在） 

         岸 真清 (KISHI Masumi) プロフィール 

 

 

学歴 

1967 年 3 月  慶應義塾大学経済学部卒業 

1969 年 3 月  慶應義塾大学大学院経済学研究科修士課程修了 

1972 年 3 月  同大学大学院博士課程単位取得退学  

1987 年 11 月 経済学博士（慶應義塾大学） 

 

 

経歴 

1974 年 4 月～1977 年 3 月  東海大学政治経済学部専任講師 

1977 年 4 月～1985 年 3 月  東海大学政治経済学部助教授 

1979 年 8 月～1981 年 7 月  イェール大学 Economic Growth Center  

                           客員研究員  

1985 年 4 月～1994 年 3 月  東海大学政治経済学部教授 

1994 年 4 月～2014 年 3 月  中央大学商学部教授 

2001 年 11 月～2003 年 10 月 中央大学学部長補佐 

2003 年 11 月～2009 年 5 月 学校法人中央大学商議員 

2005 年 7 月～2014 年 3 月  中央大学サッカー部部長 

2005 年 9 月～2008 年 5 月および 2010 年 11 月～2012 年 3 月  

              中央大学教学審議会委員 

2007 年 7 月~2013 年 6 月  学校法人中央大学学員会協議員 

2009 年 5 月～2013 年 5 月  学校法人中央大学評議員 

2011 年 4 月～2013 年 3 月  中央大学企業研究所商議員 

2014 年 4 月～現在に至る   中央大学 名誉教授 

 

       

学外活動 

1993 年 3 月～1993 年 12 月 アジア開発銀行コンサルタント 

1995 年 4 月～2017 年 2 月  Journal of Asian Economics, Executive Editor 

1997 年 10 月～1990 年 6 月 大蔵省財政金融研究所「東アジア各国の財政金融 

                政策に関する研究会」委員 

1997 年 10 月～1998 年 2 月 建設経済研究所「将来の住宅需要と住宅金融に関  

                する研究会」委員 
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1998 年 5 月～1999 年 3 月   アジア経済研究所「国別政策研究会」専門員 

2002 年 5 月～2014 年 5 月   政策研究フォーラム理事 

2005 年 12 月～2019 年 11 月 国際公共経済学会理事 

2006 年 1 月～2013 年 12 月  関東大学サッカー連盟評議員 

2006 年 10 月～2008 年 10 月 日本国際経済学会常任理事 

2013 年 5 月～2015 年 5 月  日本経済政策学会理事 

 

 

主要著書・論文（1990ー現在） 

『経済発展と金融政策－韓国, タイの経験と日本－』,東洋経済新報社, pp.1－206, 

   1990。  

“ The Role of Financial Institutions in Internationalizing Market for Small- and   

     Medium-Scale Industries in Korea and Thailand,” in Dutta, M. ed., Asian    

     Economic Regimes : An Adaptive Innovation Paradigm (Research in Asian   

   Economic Studies, Vol. 4 (Part A)),Greenwich, Connecticut：Jai Press,  

   pp.101-122, 1992． 

「東アジアの規制市場と競争市場」,世界経済研究協会『世界経済評論』38（10）, 

   pp.29－38, 1994。  

“ Financial Markets and Policies in the Newly Industrializing Economies,”in   

   Zahid, S.N. ed., Financial Sector Development in Asia, Asian Development    

   Bank/ Oxford University Press, pp. 167-221, 1995． 

“Regulation Issues in the Era of Financial Liberalization: Japan, Korea and    

   Taiwan,”Journal of Asian Economics, 7(3), pp.487-502, 1996． 

“Establishment of International Standards: Focus on Financial Aspects of   

      Japanese Foreign Direct Investment in Asian Countries,” in Takahashi,Y,  

      Murata, M. and Rahman, K.M. eds., Management Strategies of  

      Multinational Corporations in Asian Markets, Tokyo：Chuo University Press,  

      pp.199- 214, 1998． 

「タイの金融・資本市場の発展過程」,大蔵省財政金融研究所・東南アジア各国の財政  

    金融政策に関する研究会」編『アセアン４の金融と財政の歩み－ 経済発展と通 

    貨危機』, 大蔵省印刷局, pp.407－426, 1998。 

“Korean Financial System Reform: Shifts in Modes of Large-Scale Production and 

     Related Issues, ”Journal of  Asian Economics, 9(1), pp.103-118,.1998． 

“The Thai Financial Crisis and the Role of Public Financial Institutions,”  

     Chulalongkorn Journal of Economics, 12(2), pp.205-226, 2000．  

“A Proposal for the Improvement of Residential Standards： The U.S. Housing  
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   Finance Experience as a Reference，” in Hooley, R. and Yoo, Jang-Hee, eds.,  

   The Post-Financial Challenges for Asian Industrialization  (Research in  

     Asian Economic Studies, Vol.10), JAI Press / Elsevier Science, pp.771‐788, 2002． 

“Foreign Direct Investment by Japanese Firms and Corporate Governance： in  

     Relation to the Monetary Policies of China, Korea and Japan,”Journal of   

     Asian Economics, 13(6), pp.731－748, 2003． 

“Management Strategies in the Age of Financial Liberalization：An Analysis   

     Focusing on Direct Investment by Japanese Firms in Korea ,” in  Ahn, C.Y.   

     and Saito, M., Korea-Japan Cooperation and East Asian Interdependence in   

     the 21st Century, Seoul： The Economic Research Institute, Chung-Ang   

     University and Tokyo： Institute of Economic Research, Chuo University, pp. 

     167-188, 2003． 

 『NPO・NGO と社会開発』,（勝又壽良, 岸真清 共著）,同文舘出版, 2004。       

“Household and Financial Institutions Planning in Japan：Corporate Governance    

   by Citizens, ”Journal of Asian Economics, 16(5), pp.807-816, 2005． 

『市民社会の経済政策』,（岸真清・島和俊・浅野清彦・立原繁 共著）,税務経理協会, 

   2006。 

「債券市場とマイクロファイナンスを結ぶ途ー日本と東アジアー」,中央大学経済学研 

   究会〈経済学論纂』第 48 巻第 3･4 号合併号, pp. 237－255, 2008。 

『自助・共助・公助の経済政策』,（岸真清・島和俊・浅野清彦・立原繁 共著）,東海大 

   学出版会, 2011。  

『高齢化社会における資産運用と金融システム』,（ 岸真清・黒田巖・御船洋 共編著）, 

     中央大学出版部, 2011。 

『共助社会の金融システムー生活者と投資家の視点ー』,文眞堂,,2013。 

『ソーシャル・ビジネスのイノベーション』,（岸真清・島和俊・浅野清彦・立原繁 共 

  著）, 同文舘出版, 2014。 

『グローバル下の地域金融』,（岸真清・黒田巌・御船洋 共編著）,中央大学出版部,2014。 

「日本と中国の農業金融改革－農業協同組合と農村信用社－」,中央大学経済研究所『経 

   済研究所年報』第 47 号, pp.291－313, 2015。 

「中国の中小企業と金融システム」，中央大学経済研究所『経済研究所年報』第 46 号,   

     pp.163－182, 2015。 

「東アジア金融協力の条件」,中央大学企業研究所『企業研究』第 28 号, pp.135－155, 

     2016。  

「グローバル経済下の日本と中国の地域金融」,中央大学商学研究会『商学論纂』第 58 

    巻第 3･4 号, pp.169－201, 2017。 

「地域密着・発信型観光産業の金融システム」,地域デザイン学会 『地域デザイン』 
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      No.9, pp.75－95,.2017。 

「地方創生の内発的発展アプローチ」,中央大学商学研究会『商学論纂』第 59 巻第 5･6 

    号, pp.193－222, 2018。 

「私募債と中国の中小企業－日本の経験を参考にして－」,中央大学経済学研究会『経 

   済学論纂』第 59 巻第 3･4 号合併号, pp. 101－119, 2019。 

『規制改革の未来ー 地方創生経済政策ー』,( 岸真清・島和俊･ 浅野清彦・立原繁 共著), 

    東海大学出版部，2020。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


